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平成 29年 10月 24日 

各 位 

会 社 名 日本ドライケミカル株式会社 

代表者名 代表取締役社長    遠山 榮一 

 （コード番号：1909 東証第一部） 

問合せ先 取締役管理本部長   亀井 正文 

 （TEL．０３－３５９９－９５００） 

 

 

韓国における事業会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 29 年 10 月 24 日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社始興金属（以下「ＳＨＭ

社」といいます。）の株式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１．株式の取得の理由 

当社は、総合防災企業として各種防災設備の設計・施工・保守点検、消火器及び消火設備、消防自動車、自

動火災報知設備の製造・販売、防災用品の仕入・販売等、幅広く防災にかかわる事業を展開しております。 

当社は、製品及びサービスの差別化を最も重要な成長戦略と掲げており、業務提携先企業とのアライアンス

強化をはじめ積極的なＭ＆Ａも推進しております。 

ＳＨＭ社は、1997 年 11 月１日設立の韓国企業であり、主にアルミニウム製消火器用部材（容器および

キャップ）を製造してまいりました。なかでも、アルミニウム製容器一体成型においては、極めて高い技術力

を有しております。 

当社は、ＳＨＭ社の子会社化を通じて、アルミニウム製消火器用部材を内製化することで、消火器製品群の

さらなる拡充を図るとともに、品質の差別化、競争力を高めることで市場シェアを拡大し、企業価値の向上を

目指してまいります。 

 

２．異動する子会社（株式会社始興金属）の概要 

（１） 名 称 株式会社始興金属（Shiheung Metal） 

（２） 所 在 地 大韓民国京畿道安山市壇園区城谷洞 660-12 

（３） 代表者の役職・氏名 代表理事 崔 明求 

（４） 事 業 内 容 
金属鍛造製品（消火器容器、ナット）、金属熱処理、金型製造、輸出、 

不動産賃貸 

（５） 資 本 金 85百万円 ※注 

（６） 設 立 年 月 日 1997年 11月１日 

（７） 大株主及び持株比率 

崔 明求 50.00% 

宋 敬植 32.35% 

裕信精密工業株式会社 17.65% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 記載すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係 記載すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係 

当社は、ＳＨＭ社にアルミニウム製消火器の容器を製造

委託しており、当該会社との間には仕入の取引関係があ

ります。 
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（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 ※注 

決算期 平成 26年 12月期 平成 27年 12月期 平成 28年 12月期 

 純 資 産 117,729千円 127,485千円 167,408千円 

 総 資 産 721,290千円 741,447千円 710,183千円 

 売 上 高 550,730千円 599,179千円 582,403千円 

 営 業 利 益 30,039千円 25,124千円 41,845千円 

 経 常 利 益 8,132千円 10,844千円 43,534千円 

 当 期 純 利 益 885千円 9,755千円 39,923千円 

※注 1韓国ウォン 0.1006円換算 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 崔 明求（Myung Ku Choi） 

（２） 住 所 大韓民国京畿道始興市 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
記載すべき事項はありません。 

 

（１） 氏 名 宋 敬植（Gyong Sik Song） 

（２） 住 所 大韓民国ソウル特別市松波区 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
記載すべき事項はありません。 

 

（１） 名 称 裕信精密工業株式会社（Yushin Precision Industrial） 

（２） 所 在 地 大韓民国仁川広域市南洞区古桟洞 686-10 

（３） 代表者の役職・氏名 代表理事 会長 李 東兒、代表理事 宋 敬植 

（４） 事 業 内 容 自動車部品製造 

（５） 資 本 金 100百万円 ※注 

（６） 設 立 年 月 日 1989年７月４日 

（７） 純 資 産 8,277百万円 ※注 

（８） 総 資 産 22,589百万円 ※注 

（９） 大株主及び持株比率 

李 東兒 33.90% 

李 哉沅 26.21% 

宋 敬植 12.46% 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 記載すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係 記載すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係 記載すべき取引関係はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
記載すべき事項はありません。 

※注 1韓国ウォン 0.1006円換算 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 
－株 

（議決権所有割合：－％） 

（２） 取 得 株 式 数 85,000株 

（３） 取 得 価 額 458百万円 ※注 

（４） 異動後の所有株式数 
85,000株 

（議決権所有割合：100.0％） 
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※注 1韓国ウォン 0.1006円換算 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 29年 10月 24日 

（２） 株式譲渡契約締結日 平成 29年 10月 24日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 29年 11月２日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件株式取得により、平成 30 年３月期の当社連結業績に与える影響は軽微であると見込んでおりますが、

今後、適時開示が必要になった場合には速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


